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招集ご通知

証券コード　6172

（発信日）2023年５月２日

（電子提供措置の開始日）2023年４月26日

株　主　各　位
東京都渋谷区渋谷二丁目24番12号

株 式 会 社 メ タ ッ プ ス
代表取締役社長 山 﨑 祐 一 郎

【当社ウェブサイト】

https://www.metaps.com/

【東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

臨時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社臨時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げま

す。

本総会の招集に際しては、法令及び当社定款第14条の定めにより、株主総会参

考書類等の内容である情報（以下、「電子提供措置事項」といいます。）につい

て電子提供措置を実施しており、インターネット上の以下の当社ウェブサイトに

「臨時株主総会招集ご通知」として掲載しておりますので、当社ウェブサイトに

アクセスの上、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

電子提供措置事項は、以上の当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東

証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証

上場会社情報サービス）にアクセスして、銘柄名「メタップス」又は証券コード

「6172」を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」を選択の上、

ご確認ください。ただし、当社株式が上場廃止となった後におきましては、以下

の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「上場廃止会社はこちら」の欄を選択

いただいた上、「銘柄名（会社名）」に「メタップス」又は「コード」に当社証

券コード「6172」を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」を選

択の上、ご確認ください。

本総会につきましては、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点及び会
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１．日 時 2023年5月19日（金曜日）午後３時

（受付開始：午後２時30分）

２．場 所 東京都渋谷区道玄坂2-6-17　渋東シネタワー11F

AP渋谷道玄坂

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。可能な限り書面又

はインターネット等により事前の議決権行使をいただきます

よう、株主様のご理解とご協力のほどお願い申し上げま

す。）

３．目 的 事 項

決 議 事 項

第１号議案 株式併合の件

第２号議案 定款一部変更の件

場の座席数に限りがあることから、可能な限り書面又はインターネット等により

事前の議決権行使をいただきますよう、お願い申し上げます。

株主の皆様におかれましては、後記の株主総会参考書類をご検討の上、書面又

はインターネット等により2023年５月18日（木曜日）午後７時までに事前に議決

権を行使いただきますようお願い申し上げます。

敬具

記

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、当社ウェブサイト

（https://www.metaps.com/）及び上記の東証ウェブサイトにおいて、その旨、

修正前及び修正後の事項を掲載させていただきます。

◎本総会に関しましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に一律

に電子提供措置事項を記載した書面をお送りしております。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ

いますようお願い申し上げます。

◎新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、株主総会会場におきましても、株

主の皆様の安全に配慮した感染防止の措置を講じますので、ご協力賜りますよう

お願い申し上げます。

以　上
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インターネット議決権行使のご案内

議決権行使のご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討の上、議決権を行使してくださいま
すようお願い申し上げます。

書面（郵送）で

議決権を行使する方法

インターネットで

議決権を行使する方法

株主総会に

ご出席される場合

本招集ご通知とあわせてお

送りする議決権行使書用紙

に各議案の賛否をご表示の

上、ご返送ください。

次頁の案内に従って、議案

の賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙を会場受

付にご提出ください。

行使期限 行使期限 日　時

2023年５月18日

（木曜日）

午後７時

到着分まで

2023年５月18日

（木曜日）

午後７時

入力完了分まで

2023年５月19日

（金曜日）

午後３時

（受付開始：午後２時30分）

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１・２号議案

賛成の場合 「賛」の欄に〇印

反対する場合 「否」の欄に〇印

書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない
場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。また、書面（郵送）及びインターネッ
トの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお
取り扱いいたします。なお、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われ
たものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
ログインID・仮パスワードを

入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パ

スワードを入力することなく、議決権行使サ

イトにログインすることができます。

議決権行使

ウェブサイト
https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力

ください。
2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを 
読み取ってください。

1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの
登録商標です。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議　決　権　の　数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議　決　権　の　数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード
見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

4

※操作画面はイメージです。

議決権行使ウェブサイトにアクセスして

ください。
1

新しいパスワードを登録する。3

「新しいパ
スワード」
を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・
仮パスワード」を入力しクリックしてください。

2

「ログイン
ID・仮パス
ワード」を
入力

「ログイン」
をクリック

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォンの操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク

0120－173－027
（通話料無料／受付時間　９：00～21：00）
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株主総会参考書類

第１号議案　株式併合の件

株式会社Ｏｄｅｓｓａ12（以下「公開買付者」といいます。）による当社の

普通株式（以下「当社株式」といいます。）、本新株予約権（注１）及び本新株

予約権付社債（注２）に対する公開買付けの結果を受け、当社株式を非公開化

するため、2023年７月１日を効力発生日として、当社株式について2,745,960

株を１株に併合する旨の当社株式の併合（以下「本株式併合」といいます。）

を行うことにつき、ご承認をお願いするものであります。

（注１）「本新株予約権」とは、以下の新株予約権を総称していいます。

① 2019年１月15日開催の当社取締役会の決議に基づき発行され

た第14回新株予約権（以下「第14回新株予約権」といいま

す。）

② 2019年10月11日開催の当社取締役会の決議に基づき発行され

た第15回新株予約権（以下「第15回新株予約権」といいま

す。）

（注２）「本新株予約権付社債」とは、2019年10月11日開催の当社取締役会の

決議に基づき発行された第１回無担保転換社債型新株予約権付社債をいいま

す。

１. 株式併合の目的及び理由

2023年２月13日付プレスリリース「ＭＢＯの実施及び応募の推奨に関するお

知らせ」（以下「本意見表明プレスリリース」といいます。）にてお知らせし

ましたとおり、株式会社Ｏｄｅｓｓａ12は、当社株式、本新株予約権及び本新

株予約権付社債の全て（但し、本新株予約権及び本新株予約権付社債の行使に

より交付される当社株式を含み、当社が所有する自己株式を除きます。）を取

得し、当社株式を非公開化することを目的とする一連の取引（以下「本取引」

といいます。）の一環として、2023年２月14日から2023年３月29日までを買付

け等の期間として、当社株式、本新株予約権及び本新株予約権付社債に対する

公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）を実施いたしました。

そして、2023年３月30日付当社プレスリリース「株式会社Ｏｄｅｓｓａ12に

よる当社株式等に対する公開買付けの結果並びに親会社及び主要株主である筆

頭株主の異動に関するお知らせ」（以下「本公開買付け結果プレスリリース」

といいます。）においてお知らせいたしましたとおり、本公開買付けが成立し
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た結果、本公開買付けの決済の開始日である2023年４月５日をもって、公開買

付者は当社株式11,084,559株（所有割合（注３）67.21％）を所有するに至り

ました。

（注３）「所有割合」とは、当社が2023年２月13日に公表した「2022年12月期 

決算短信〔ＩＦＲＳ〕（連結）」（以下「当社決算短信」といいます。）に記

載された2022年12月31日現在の発行済株式数（13,730,018株）に、同日現在残

存する第15回新株予約権（12,276個）の目的となる株式数（1,227,600株）及

び本新株予約権付社債（額面総額1,377,540,000円）に付された新株予約権の

目的となる株式数（1,535,719株）を加え、同日現在の当社が保有する自己株

式（170株）を控除した株式数（16,493,167株）に対する割合をいい、小数点

以下第三位を四捨五入しております。以下、所有割合の記載について同じとし

ております。なお、本新株予約権付社債に付された新株予約権の目的となる当

社 株 式 の 数 の 計 算 に お い て は 、 本 新 株 予 約 権 付 社 債 の 額 面 総 額

（1,377,540,000円）を転換価額（897円）で除して算出される数（1,535,719

株（１株未満切捨て））としています。以下、本新株予約権付社債の額面総額

（1,377,540,000円）に付された新株予約権の目的となる当社株式の数の計算

について同じとしております。また、第14回新株予約権につきましては、現時

点で行使の条件を満たしておらず行使できないため、分母に含めておりませ

ん。

本意見表明プレスリリースにてお知らせいたしましたとおり、当社は、2022

年11月上旬に、山﨑氏から口頭で本取引に関する協議・交渉の申入れを受ける

とともに、2022年11月29日に本取引の実施に関する意向表明書（以下「本意向

表明書」といいます。）の提出を受けたため、2022年11月29日開催の取締役会

において、本取引に関し、当社取締役会の意思決定過程における恣意性及び利

益相反のおそれを排除し、その公正性を担保するための措置の一環として、公

開買付者及び当社から独立したファイナンシャル・アドバイザー及び第三者算

定機関として株式会社J-TAPアドバイザリー（以下「J-TAP」といいます。）

を、山﨑氏、公開買付者及び当社から独立したリーガル・アドバイザーとして

TMI総合法律事務所をそれぞれ選任し、TMI総合法律事務所から受けた本取引に

関する意思決定等に係る留意点等についての法的助言を踏まえ、公開買付者か

ら独立した立場で、当社グループの企業価値の向上及び当社の一般株主の皆様

の利益の確保の観点から、本取引に係る検討、交渉及び判断を行うための体制

の構築を開始いたしました。
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さらに、当社は、本取引がマネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）に該当し、

構造的な利益相反の問題が存在するため、本取引に係る当社の意思決定に慎重

を期し、また、当社取締役会の意思決定過程における恣意性及び利益相反のお

それを排除し、その公正性を担保することを目的として、2022年11月29日開催

の当社取締役会において、特別委員会（以下「本特別委員会」といいます。な

お、本特別委員会の具体的な活動内容等については、下記「３. 会社法第180

条第２項第１号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項

（併合の割合についての定めの相当性に関する事項）」の「（４）本取引の公

正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置」の「③当社に

おける独立した特別委員会の設置及び答申書の取得」をご参照ください。）を

設置する旨を決議いたしました。本特別委員会は、2022年12月５日に、公開買

付者及び当社からの独立性並びに専門性に問題がないことを確認の上、当社が

ファイナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関としてJ-TAPを、リーガ

ル・アドバイザーとしてTMI総合法律事務所を選任することをそれぞれ承認い

たしました。

また、本特別委員会は、当社が社内に構築した本取引の検討体制（本取引に

係る検討、交渉及び判断に関与する当社の役職員の範囲及びその職務を含みま

す。）について、独立性及び公正性の観点から問題がないことを確認いたしま

した。

上記体制の下、当社は、公開買付価格を含む本取引の条件等に関する交渉方

針について意見や指示を受ける等公開買付者との交渉上重要な局面において本

特別委員会より意見、指示及び要請を受けるとともに、J-TAP及びTMI総合法律

事務所の助言を受けながら、本意向表明書に記載された本取引の目的を含む本

公開買付けの概要、本取引が当社グループに与える影響、本取引後の経営方針

の内容や足元の株価動向を踏まえ、公開買付者との間で協議・検討を重ねてき

ました。

具体的には、当社は、山﨑氏から、2023年１月19日に、本公開買付けにおけ

る当社株式１株当たりの買付け等の価格（以下「本公開買付価格」といいま

す。）を１株当たり650円（第１回提案価格）、第14回新株予約権については

１株当たりの行使価額（1,780円）が第１回提案価格を上回っており、かつ、

行使条件が充足されていないことから第14回新株予約権買付価格を１円、第15

回新株予約権については１株当たりの行使価額（897円）が第１回提案価格を

上回っていることから第15回新株予約権買付価格を１円、本新株予約権付社債

については、本新株予約権付社債買付価格を１口当たりの額面金額を転換価額
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（897円）で除して算出される数（34,127株（１株未満切捨て））に第１回提

案価格を乗じた金額である22,182,550円とする旨の提案を受けました。それに

対して、当社は、2023年１月23日、山﨑氏に対して、本特別委員会の意見も踏

まえ検討した結果、第１回提案価格は当社株式の株式価値を適切に反映したあ

るべき価格水準を大きく下回るものであり、当社の一般株主にとって十分な価

格であるとはいえないことを理由に提案内容の再検討の要請を行いました。そ

の後、当社は、2023年１月25日に、山﨑氏から本公開買付価格を１株当たり

750円（第２回提案価格）、第14回新株予約権については１株当たりの行使価

額（1,780円）が第２回提案価格を上回っており、かつ、行使条件が充足され

ていないことから第14回新株予約権買付価格を１円、第15回新株予約権につい

ては１株当たりの行使価額（897円）が第２回提案価格を上回っていることか

ら第15回新株予約権買付価格を１円、本新株予約権付社債については、本新株

予約権付社債買付価格を１口当たりの額面金額を転換価額（897円）で除して

算出される数（34,127株（１株未満切捨て））に第２回提案価格を乗じた金額

である25,595,250円とする旨の再提案を受けました。これに対して、当社は、

2023年１月27日に、本特別委員会の意見も踏まえ検討した結果、第２回提案価

格は、依然として当社の株式価値を適切に反映したあるべき価格水準になく、

当社の一般株主にとって十分な価格であるとはいえないとして、第三者算定機

関であるJ-TAPによる当社株式の株式価値の試算、過去のＭＢＯ事例における

プレミアムの実例等を勘案して、本公開買付価格を１株当たり950円とする対

案の提案を行いました。その後、2023年２月１日に、山﨑氏より、本公開買付

価格を１株当たり830円（第３回提案価格）、第14回新株予約権については１

株当たりの行使価額（1,780円）が第３回提案価格を上回っており、かつ、行

使条件が充足されていないことから第14回新株予約権買付価格を１円、第15回

新株予約権については１株当たりの行使価額（897円）が本公開買付価格を上

回っていることから第15回新株予約権買付価格を１円、本新株予約権付社債に

ついては、本新株予約権付社債買付価格を１口当たりの額面金額を転換価額

（897円）で除して算出される数（34,127株（１株未満切捨て））に第３回提

案価格を乗じた金額である28,325,410円とする旨の提案を受けました。これに

対して、当社は、2023年２月２日、本特別委員会の意見も踏まえ検討した結

果、第３回提案価格は、依然として、当社株式の株式価値を適切に反映したあ

るべき価格水準になく、当社の一般株主にとって十分な価格であるとはいえな

いと判断し、一般株主の利益保護の観点より、山﨑氏に対して提案価格の引上

げについて再度の検討を要請しました。その後、2023年２月６日に、当社は、

山﨑氏より、本公開買付価格を１株当たり850円（第４回提案価格）、第14回
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新株予約権については１株当たりの行使価額（1,780円）が第４回提案価格を

上回っており、かつ、行使条件が充足されていないことから第14回新株予約権

買付価格を１円、第15回新株予約権については１株当たりの行使価額（897

円）が第４回提案価格を上回っていることから第15回新株予約権買付価格を１

円、本新株予約権付社債については、本新株予約権付社債買付価格を１口当た

りの額面金額を転換価額（897円）で除して算出される数（34,127株（１株未

満切捨て））に第４回提案価格を乗じた金額である29,007,950円とする旨の再

提案を受けました。これに対して、当社は、2023年２月８日、本特別委員会の

意見も踏まえ検討した結果、第４回提案価格は当社の第三者算定機関であるJ-

TAPがディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「DCF法」といいま

す。）により試算した当社株式の株式価値の試算レンジの中央値を下回る金額

であり、また、2023年１月31日に一部停止中であった株式会社メタップスペイ

メント（以下「メタップスペイメント」といいます。）の決済サービスの再開

が公表され、市場株価が上昇傾向にあることなども勘案すると、第４回提案価

格は、未だ当社の少数株主の期待に応える水準とまではいえないとして、公開

買付者に対し、本公開買付価格を１株当たり950円とすることを要請したとの

ことです。その後、2023年２月10日に、当社は、山﨑氏より、本公開買付価格

を１株当たり889円（第５回提案価格）、第14回新株予約権については１株当

たりの行使価額（1,780円）が第５回提案価格を上回っており、かつ、行使条

件が充足されていないことから第14回新株予約権買付価格を１円、第15回新株

予約権については１株当たりの行使価額（897円）が第５回提案価格を上回っ

ていることから第15回新株予約権買付価格を１円、本新株予約権付社債につい

ては、本新株予約権付社債買付価格を１口当たりの額面金額を転換価額（897

円）で除して算出される数（34,127株（１株未満切捨て））に第５回提案価格

を乗じた金額である30,338,903円とする旨の最終提案受け、本特別委員会の意

見も踏まえ検討した結果、同日、公開買付者に対して、これを応諾するとの回

答をしました。

さらに、当社は、リーガル・アドバイザーであるTMI総合法律事務所から、

本取引に関する諸手続を含む当社取締役会の意思決定の方法及び過程その他の

留意点について必要な法的助言を受けるとともに、本特別委員会から2023年２

月13日付で答申書（以下「本答申書」といいます。）の提出を受けました。そ

の上で、当社は、リーガル・アドバイザーであるTMI総合法律事務所から受け

た法的助言及び第三者算定機関であるJ-TAPから取得した当社の株式価値算定

書（以下「本株式価値算定書」といいます。）の内容を踏まえつつ、本答申書
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の内容を最大限に尊重しながら、本取引により当社の企業価値の向上を図るこ

とができるか、本公開買付価格を含む本取引の諸条件は妥当なものか等の観点

から慎重に協議・検討を行いました。

その結果、当社は、以下の点等を踏まえると、本取引が当社グループの企業

価値向上に資するものであると考えるに至りました。

（ⅰ）本意見表明プレスリリースの「３．本公開買付けに関する意見の内容、

根拠及び理由」の「（２）本公開買付けに関する意見の根拠及び理由」の「②

公開買付者が本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定

の過程」に記載のとおり、新型コロナウイルス感染症の拡大や、ロシアによる

ウクライナ侵攻を背景とする世界的なインフレ等により世界情勢が不安定とな

り、当社グループを取り巻く事業環境は日々不確実性が増し、また、当社グル

ープが属するIT業界は、デバイスの普及・技術発達に加え、ソーシャルメディ

アの拡大、クラウドや人工知能（AI）の進化、及びフィンテック、ブロックチ

ェーンといった新しいテクノロジーやサービスの出現により、急速な進化、拡

大を続けており、これらのIT業界の市場規模は世界的にも一層の拡大が見込ま

れ、収益機会も大きく広がるものと見込まれる一方で、例えば、当社グループ

がコア事業として重点投資するフィンテック領域においても、国内外でプレー

ヤーが多数参入し、金融・非金融の垣根を越えた競争が激化し、当社グループ

が置かれている事業環境や経営課題を踏まえると、当社グループが中長期的に

更なる発展を遂げ、持続的な成長を続けていくためには、「（ⅰ）国内におけ

るコア事業の育成」、「（ⅱ）新規事業開発の取り組み強化」、「（ⅲ）業務

提携及びM&Aによる収益機会の拡大」及び「（ⅳ）情報セキュリティ体制の強

化・組織体制の整備」といった各施策の実行を通じた経営改革が必要と考えら

れること。

（ⅱ）上記の各施策を実行する場合、既存ビジネスの成長も加速させながら、

同時に新たな取組も行うものであるため、時間を要する可能性が高く、また、

短期的でなく中長期にわたりサービス・プロダクト開発に必要な投資を実行し

ていくことが必要になり、多額の先行投資が発生することによる一時的な利益

水準の悪化や財務体質の悪化することに加え、結果として期待される収益を生

むことができない可能性も否定できず、株価が下落するリスクなど、当社の株

主の皆様が悪影響を被り得る事態を避け、また、株式市場における短期的な評

価に振り回されることなく、中長期的な視点に基づき効果的な施策を柔軟かつ
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機動的に実施するために、当社株式を非公開化するという手法は、当社の企業

価値向上につながり、合理的であると考えられること。

（ⅲ）当社の企業価値向上のためには、これまでの事業運営の連続性も確保し

つつ当社株式を非公開化することが必要であり、これまで当社の競争力・収益

力・財務体質の改善、新規事業の立上げを推進してきた山﨑氏が継続して経営

を行い、かつ柔軟かつ機動的に上記施策を実行していくことは、当社の成長に

とって有効な手段であると考えられ、また、山﨑氏が公開買付者に対して出資

していることは、当社株式の非公開化及びその後の当社グループの経営に対す

る山﨑氏による高いコミットメントの現れであり、かかるコミットメントは本

取引成立後の当社の企業価値向上に資すると考えられること。

（ⅳ）一般に、株式の非公開化に伴うデメリットとしては、資本市場からのエ

クイティ・ファイナンスによる資金調達を行うことができなくなることや、対

外信用力の低下、人材採用の低下といった上場会社として享受してきたメリッ

トを非公開化以後享受できなくなること等が挙げられるものの、昨今の間接金

融における低金利環境等に照らすと、当面は、間接金融を通じて必要に応じた

資金調達を行うことが想定されるため、エクイティ・ファイナンスの活用によ

る大規模な資金調達の必要性は高くなく、また、一定のブランド力は既に確保

できていると認識していることから対外的信用力、人材の採用の面から見ても

不利益は見込まれないため、デメリットは限定的で、株式の上場を維持するた

めに必要な人的・経済的コストの増加を踏まえると、株式の非公開化にはメリ

ットの方が大きいと考えられること。

また、当社は、下記「３. 会社法第180条第２項第１号及び第３号に掲げる

事項についての定めの相当性に関する事項（併合の割合についての定めの相当

性に関する事項）」の「（３）端数処理により株主に交付することが見込まれ

る金銭の額及び当該額の相当性に関する事項」に記載の理由から、本公開買付

価格（889円）は当社の一般株主の皆様が享受すべき利益が確保された妥当な

価格であり、本公開買付けは、当社の一般株主の皆様に対して適切なプレミア

ムを付した価格での合理的な当社株式の売却の機会を提供するものであると判

断いたしました。

以上より、当社は、本取引が当社の企業価値の向上に資するものであるとと

もに、本公開買付価格を含む本取引に係る取引条件は妥当なものであると判断
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し、2023年２月13日開催の当社取締役会において、本公開買付けに賛同する旨

の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対し、本公開買付けに応募す

ることを推奨し、本新株予約権者及び本新株予約権付社債権者の皆様に対して

は、本公開買付けに応募するか否かについて当該本新株予約権者及び本新株予

約権付社債権者の皆様のご判断に委ねる旨を決議いたしました。

当該取締役会における決議の方法については、下記「３. 会社法第180条第

２項第１号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項（併

合の割合についての定めの相当性に関する事項）」の「（４）本取引の公正性

を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置」の「④当社におけ

る利害関係を有しない取締役全員（監査等委員を含みます。）の承認」をご参

照ください。

その後、上記のとおり、本公開買付けが成立いたしましたが、公開買付者

は、本公開買付けにより当社株式、本新株予約権及び本新株予約権付社債の全

て（但し、本新株予約権及び本新株予約権付社債の行使により交付される当社

株式を含み、当社が所有する自己株式を除きます。）を取得することができな

かったことから、本意見表明プレスリリースにおいてお知らせいたしましたと

おり、当社は、公開買付者の要請を受け、2023年４月25日開催の取締役会にお

いて、本総会において株主の皆様のご承認をいただくことを条件として、当社

の株主を公開買付者のみとし、当社株式を非公開化するために、下記「２. 会

社法第180条第２項各号に掲げる事項」に記載のとおり、本株式併合を実施す

ることとし、本株式併合に係る議案を本総会に付議することを決議いたしまし

た。本株式併合により、公開買付者以外の株主の皆様の保有する当社株式の数

は、１株に満たない端数となる予定です。

本取引の経緯の詳細につきましては、本意見表明プレスリリース及び本公開買

付け結果プレスリリースをご参照ください。

２. 会社法第180条第２項各号に掲げる事項

（１）併合の割合

当社株式2,745,960株につき１株の割合で併合いたします。

（２）効力発生日

2023年７月１日

（３）効力発生日における発行可能株式総数

20株
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３. 会社法第180条第２項第１号及び第３号に掲げる事項についての定めの相

当性に関する事項（併合の割合についての定めの相当性に関する事項）

本株式併合における併合の割合は、当社株式について2,745,960株を１株に

併合するものです。当社は、上記「１．株式併合の目的及び理由」に記載のと

おり、本株式併合は、当社の株主を公開買付者のみとすることを目的として行

われるものであること、上記「１．株式併合の目的及び理由」に記載の経緯を

経て本取引の一環として行われた本公開買付けが成立したこと、及び以下の各

事項から、本株式併合における併合の割合は相当であると判断しております。

（１）親会社等がある場合における当該親会社等以外の株主の利益を害さない

ように留意した事項

公開買付者及び当社は、本公開買付けがいわゆるマネジメント・バイアウト

（ＭＢＯ）に該当する本取引の一環として行われるものであり、構造的な利益

相反の問題が存在すること等を踏まえ、本公開買付価格の公正性の担保、本公

開買付けの実施を決定するに至る意思決定の過程における恣意性の排除及び利

益相反の回避の観点から、本公開買付けを含む本取引の公正性を担保するた

め、下記「（４）本取引の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避す

るための措置」に記載の措置を実施いたしました。

（２）１株に満たない端数の処理をすることが見込まれる場合における当該処

理（端数処理）の方法に関する事項、端数処理により株主に交付することが見

込まれる金銭の額及び当該額の相当性に関する事項

(a) 会社法第235条第１項又は同条第２項において準用する同法第234条第２項

のいずれの規定による処理を予定しているかの別及びその理由

上記「１．株式併合の目的及び理由」に記載のとおり、本株式併合により、公

開買付者以外の株主の皆様の保有する当社株式の数は、１株に満たない端数と

なる予定です。

本株式併合の結果生じる１株に満たない端数の処理の方法につきましては、そ

の合計数（その合計数に１株に満たない端数がある場合には、会社法（平成17

年法律第86号。その後の改正を含みます。以下「会社法」といいます。）第

235条第１項の規定により当該端数は切り捨てられます。）に相当する数の株

式を、会社法第235条その他の関係法令の規定に従って売却し、その売却によ

り得られた代金を、端数が生じた株主の皆様に対して、その端数に応じて交付

いたします。かかる売却手続に関し、当社は、会社法第235条第２項が準用す
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る同法第234条第２項の規定に基づき、裁判所の許可を得た上で、当該端数の

合計数に相当する株式を公開買付者に売却することを予定しております。

この場合の売却価格につきましては、必要となる裁判所の許可が予定どおり得

られた場合には、本株式併合の効力発生日の前日である2023年６月30日の最終

の当社の株主名簿に記載又は記録された株主の皆様の所有する当社株式の数

に、本公開買付価格と同額である889円を乗じた金額に相当する金銭が交付さ

れるような価格に設定することを予定しております。但し、裁判所の許可が得

られない場合や計算上の端数調整が必要な場合等においては、実際に交付され

る金額が上記金額と異なる場合もあります。

(b) 売却に係る株式を買い取る者となることが見込まれる者の氏名又は名称

株式会社Ｏｄｅｓｓａ12

(c) 売却に係る株式を買い取る者となることが見込まれる者が売却に係る代金

の支払のための資金を確保する方法及び当該方法の相当性

公開買付者は、本株式併合により生じる端数の合計数に相当する当社株式の取

得に係る資金を、株式会社きらぼし銀行（以下「きらぼし銀行」といいま

す。）からの借入れ（以下「本銀行融資」といいます。）により賄うことを予

定しているとのことです。当社は、本公開買付けに係る公開買付届出書の添付

書類として提出された本銀行融資に係る2023年２月13日付け融資証明書を確認

し、その後、公開買付者及びきらぼし銀行の間で本銀行融資に係る金銭消費貸

借契約が締結されたことを確認した結果、公開買付者が本株式併合の結果生じ

る１株未満の端数の合計数に相当する当社株式の売却代金の支払のための資金

を確保できると合理的に認められること、及び、公開買付者によれば、上記金

銭消費貸借契約を締結した2023年３月30日以降、本株式併合の結果生じる１株

未満の端数の合計数に相当する当社株式の売却代金の支払に支障を及ぼす可能

性のある事象は生じておらず、また今後発生する可能性も認識していないとの

こと等から、当社は、本株式併合の結果生じる１株未満の端数の合計数に相当

する当社株式の売却代金の支払のための資金を確保する方法については相当で

あると判断しております。

(d) 売却する時期及び売却により得られた代金を株主に交付する時期の見込み

当社は、2023年７月上旬を目途に会社法第235条第２項の準用する同法第234条

第２項の規定に基づき、裁判所に対して、本株式併合の結果生じる１株未満の

端数の合計数に相当する当社株式を売却することについて許可を求める申立て

－ 14 －
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を行うことを予定しております。当該許可を得られる時期は裁判所の状況等に

よって変動し得ますが、当社は、当該裁判所の許可を得て、2023年７月下旬を

目途に当該当社株式を公開買付者に売却し、その後、当該売却によって得られ

た代金を株主の皆様に交付するために必要な準備を行った上で、2023年９月上

旬を目途に、当該売却代金を株主の皆様に交付することを見込んでおります。

当社は、本株式併合の効力発生日から売却に係る一連の手続に要する期間を

考慮し、上記のとおり、それぞれの時期に、本株式併合の結果生じる１株未満

の端数の合計数に相当する当社株式の売却が行われ、また、当該売却代金の株

主への交付が行われるものと判断しております。

なお、当該売却代金は、本株式併合の効力発生日の前日である2023年６月30

日時点の当社の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の皆様に対し、当社

による配当財産の交付の方法に準じて交付する予定です。

（３）端数処理により株主に交付することが見込まれる金銭の額及び当該額の

相当性に関する事項

端数処理により株主の皆様に交付することが見込まれる金銭の額は、上記

「１．株式併合の目的及び理由」に記載のとおり、本株式併合の効力発生日の

前日である2023年６月30日の最終の当社の株主名簿に記載又は記録された株主

の皆様が所有する当社株式の数に本公開買付価格と同額である889円を乗じた

金額となる予定です。

　当社は、以下の点から、本公開買付価格である１株当たり889円は当社の一

般株主の皆様が享受すべき利益が確保された妥当な価格であり、本公開買付け

は、当社の一般株主の皆様に対して適切なプレミアムを付した価格での合理的

な当社株式の売却の機会を提供するものであると判断いたしました。

（ア） 本公開買付価格が、当社において、下記「（４）本取引の公正性を担

保するための措置及び利益相反を回避するための措置」に記載の本公

開買付価格を含む本取引に係る取引条件の公正性を担保するための措

置が十分に講じられた上で、特別委員会の関与の下、公開買付者との

間で十分な交渉を重ねた結果、合意された価格であること。

（イ） 本公開買付価格が、本株式価値算定書におけるJ-TAPによる当社株式

の価値算定結果のうち、市場株価法による算定結果の上限値を上回る

金額であり、また、DCF法に基づく算定結果のレンジの中央値（DCF法

による算定の基礎となる割引率及び永久成長率について、その感応度

－ 15 －
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分析において用いた数値の中央値を使用して算出された当社株式の１

株当たりの株式価値）である860円を上回る金額であること。

（ウ） 本公開買付価格が、本公開買付けの実施についての公表日の前営業日

である2023年２月10日の東京証券取引所グロース市場における当社株

式の終値642円に対して38.47％、同日までの直近１ヶ月間の終値単純

平均値591円に対して50.42％、同直近３ヶ月間の終値単純平均値572

円に対して55.42％、同直近６ヶ月間の終値単純平均値563円に対して

57.90％のプレミアムをそれぞれ加えた価格であって、過去の同種案

件におけるプレミアム水準（注）に照らしても遜色なく、合理的な水

準と認められること。

（注）過去の同種案件におけるプレミアム水準は、2019年６月28日以降

2022年11月30日までに公表されたＭＢＯ案件（全36件）のプレミ

アム率の平均値が以下のとおりであり、それを参照しています。

公表日の直前営業日の終値に対して、41.7％

公表日の直近１ヶ月間の終値単純平均に対して、43.9％

公表日の直近３ヶ月間の終値単純平均に対して、47.8％

公表日の直近６ヶ月間の終値単純平均に対して、49.6％

（エ） 本公開買付価格は、下記「（４）本取引の公正性を担保するための措

置及び利益相反を回避するための措置」の「③当社における独立した

特別委員会の設置及び答申書の取得」に記載のとおり、本特別委員会

から取得した本答申書においても、妥当であると認められると判断さ

れていること。

以上に加えて、当社は、2023年２月13日開催の当社取締役会において、本公

開買付けに賛同する意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対して、本

公開買付けへの応募を推奨し、本新株予約権者及び本新株予約権付社債権者の

皆様に対しては、本公開買付けに応募するか否かについて当該本新株予約権者

及び本新株予約権付社債権者の皆様のご判断に委ねる旨の決議をした後、本総

会の招集を決議した同年４月25日付の取締役会の開催時点に至るまでに、本公

開買付価格の算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じていないことを確認

しております。

以上のことから、当社は、端数処理により株主の皆様に交付することが見込

－ 16 －
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まれる金銭の額については、相当であると判断しております。

（４）本取引の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措

置

　本株式併合は、本公開買付け後のいわゆる二段階買収の二段階目の手続とし

て行われるものであるところ、公開買付者及び当社は、本公開買付けがいわゆ

るマネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）に該当する本取引の一環として行われ

るものであり、構造的な利益相反の問題が存在すること等を踏まえ、本公開買

付価格の公正性の担保、本公開買付けの実施を決定するに至る意思決定の過程

における恣意性の排除及び利益相反の回避の観点から、本公開買付けを含む本

取引の公正性を担保するため、以下の措置を実施しております。なお、以下の

記載のうち、公開買付者において実施した措置については、公開買付者から受

けた説明に基づくものです。

① 当社における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

I. 算定機関の名称並びに当社及び公開買付者との関係

当社は、本公開買付けに関する意見表明を行うにあたり、公開買

付者から提示された本公開買付価格に対する意思決定の過程にお

ける公正性を担保するために、当社及び公開買付者から独立した

第三者算定機関であるJ-TAPに対して、当社株式価値の算定を依頼

し、2023年２月10日付で、本株式価値算定書を取得いたしまし

た。なお、当社は、J-TAPから本公開買付価格の公正性に関する意

見書（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。また、

J-TAPは、当社及び公開買付者の関連当事者には該当せず、本公開

買付けを含む本取引に関して重要な利害関係を有しておりませ

ん。さらにJ-TAPは、本取引の成否にかかわらず、J-TAPのファイ

ナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関としてのサービス

に対する固定額の報酬を受領しています。

II. 算定の概要

J-TAPは、複数の算定手法の中から当社株式価値算定にあたり採用

すべき算定手法を検討の上、当社が継続企業であるとの前提の

下、当社株式の価値について多面的に評価することが適切である

との考えに基づき、当社株式が東京証券取引所グロース市場に上

場しており、市場株価が存在することから市場株価法を、当社業
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市場株価法 563円～642円

DCF法 785円～962円

績の内容や予想等を評価に反映するためにDCF法を算定手法として

用いて当社の１株当たりの株式価値の分析を行い、当該手法に基

づいて算定された当社株式１株当たりの株式価値の範囲は以下の

とおりです。

市場株価法では、2023年２月10日を算定基準日として、当社株式

の東京証券取引所グロース市場における基準日の終値642円、直近

１ヶ月間の終値単純平均株価591円、直近３ヶ月間の終値単純平均

株価572円、直近６ヶ月間の終値単純平均株価563円及び、直近

12ヶ月間の終値単純平均株価611円を基に、当社株式１株当たりの

価値の範囲を563円～642円と算定しております。

DCF法では、当社が作成した事業計画を基に、2023年12月期から

2025年12月期までの３期分の事業計画における収益や投資計画、

一般に公開された情報等の諸要素を前提として、当社が、2023年

12月期第１四半期以降において創出すると見込まれるフリー・キ

ャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引いて当社

の企業価値や株式価値を分析し、当社株式の１株当たりの価値の

範囲を785円～962円までと分析しております。なお、割引率は

7.48％～9.14％を採用しており、継続価値の算定にあたっては永

久成長法を採用し、永久成長率を±1.0％としております。

J-TAPがDCF法で算定の前提とした当社財務予測の具体的な数値は

以下のとおりです。なお、上記DCF法の算定の基礎となる事業計画

については、対前期比において大幅な増減益を見込んでいる事業

年度が含まれております。

具体的には、当社は、2023年２月13日に公表した「中期経営計画

における数値目標の取り下げに関するお知らせ」に記載のとお

り、メタップスペイメントにおいて発生した不正アクセスによる

クレジットカード情報の漏えいを契機に、技術的なセキュリティ

の向上のみならず、組織全体のマネジメント体制も含め、情報セ

キュリティ体制の継続的な改善に努めることを優先し、一定の成

果をあげることができた反面、上記フィンテック領域及びDX支援

事業への投資のタイミングが後ろ倒しとなってしまった結果、当
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項目 2023年12月期 2024年12月期 2025年12月期

売上高 6,553 7,088 8,718

営業利益 493 26 754

EBITDA 569 104 836

フリー・キャッシュ・

フロー
▲140 12 180

社が2020年８月14日に公表した、2021年度から2025年度までの５

か年に係る中期経営計画「The Road To 2025」（以下「本中期経

営計画」といいます。）の進捗に遅れが生じ、2022年12月期通期

の営業損失が、1,858百万円となっております。なお、2022年12月

期においては、メタップスペイメントにおける不正アクセスへの

対応にかかる費用として2,136百万円を計上いたしました。

2023年12月期の営業利益は、メタップスペイメントにおいて発生

した不正アクセスによるクレジットカード情報の漏えいによる一

時的な保険収入が見込まれることから、2022年12月通期と比較

し、大幅に増加しており、2024年12月期通期の営業利益は、2023

年12月期に見込まれる保険収入のような一時金が見込まれないた

め、2023年12月期と比較し、大幅に減少しております。また、

2023年１月31日付けで公表した「一部停止中の決済サービスの再

開について」のとおり、停止中であった決済サービスが順次再開

することにより、2024年12月期から、2025年12月期にかけて営業

利益が増加することを見込んでおり、2023年12月期の財務予測数

値は、当社決算短信において公表した業績予想に対して、当社の

第三者算定機関であるJ-TAPが当社と協議を行った上で上方修正し

た数値となります。

本取引の実行により実現することが期待されるシナジー効果につ

いては、現時点において具体的に見積もることが困難であるた

め、当該財務予測には加味しておりません。

なお、当社は、2023年2月13日に公表した「中期経営計画における

数値目標の取り下げに関するお知らせ」に記載のとおり、当社が

2020年８月14日に公表した本中期経営計画において掲げていた

2025年12月期の営業利益の数値目標を取り下げることといたしま

した。

（単位：百万円）
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J-TAPは、当社株式の株式価値の算定に際し、当社から提供を受け

た情報及び一般に公開された情報等を原則としてそのまま採用

し、それらの資料及び情報等が、全て正確かつ完全なものである

ことを前提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証

を行っておりません。また、当社の資産及び負債（簿外資産及び

負債、その他偶発債務を含みます。）に関して独自の評価・査定

を行っておらず、第三者機関への鑑定又は査定の依頼も行ってお

りません。加えて、当社の財務予測に関する情報については、当

社の経営陣による現時点で得られる最善の予測と判断に基づき合

理的に作成されたことを前提としております。

なお、本公開買付けの対象には本新株予約権も含まれますが、本

新株予約権買付価格に関しては、いずれも１円と決定されている

ことから、当社は第三者算定機関から算定書も意見書（フェアネ

ス・オピニオン）も取得しておりません。

加えて、当社は、本新株予約権付社債額面30,612,000円当たりの

買付け等の価格については、本新株予約権付社債の額面金額

30,612,000円を2023年２月13日現在において有効な転換価額であ

る897円で除して算出される数値（34,127株）（１株未満の端数切

捨て）に本公開買付価格（889円）を乗じた金額である30,338,903

円とされ、本公開買付価格を基に算定されていることから、第三

者算定機関より算定書を取得しておりません。

② 当社における独立した法律事務所からの助言

当社は、本取引に関し、当社取締役会の意思決定過程における恣

意性及び利益相反のおそれを排除し、その公正性を担保するため

の措置の一環として、当社及び公開買付者から独立したリーガ

ル・アドバイザーとしてTMI総合法律事務所を選任し、同事務所か

ら、本取引において手続の公正性を確保するために講じるべき措

置、本取引の諸手続並びに本取引に係る当社の意思決定の方法及

びその過程等に関する助言を含む法的助言を受けております。

なお、TMI総合法律事務所は、当社及び公開買付者の関連当事者に

は該当せず、本公開買付けを含む本取引に関して重要な利害関係

を有しておりません。また、TMI総合法律事務所に対する報酬に

は、本取引の成立等を条件に支払われる成功報酬は含まれており

ません。
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③ 当社における独立した特別委員会の設置及び答申書の取得

I. 設置等の経緯

上記「１.株式併合の目的及び理由」に記載のとおり、当社は、

2022年11月29日に開催された取締役会における決議により本特別

委員会を設置いたしましたが、本特別委員会の設置に先立ち、当

社は、同年11月上旬に山﨑氏から本取引の実施に向けた検討・協

議を開始したい旨の申入れを受けた後、直ちに、公開買付者から

独立した立場で、当社の企業価値の向上及び当社の一般株主の皆

様の利益の確保の観点から本取引に係る検討、交渉及び判断を行

うための体制を構築するため、当社の独立社外取締役（監査等委

員）に対して、公開買付者から上記申入れを受けた旨、並びに本

取引が構造的な利益相反の問題及び情報の非対称性の問題が類型

的に存する取引に該当するため、本取引に係る検討・交渉等を行

うにあたっては、特別委員会の設置をはじめとする本取引に係る

取引条件の公正性を担保するための措置を十分に講じる必要があ

る旨等を説明いたしました。また、当社は、並行して、TMI総合法

律事務所の助言を得つつ、本特別委員会の委員の候補となる当社

の独立社外取締役の独立性及び適格性等についても確認を行いま

した。その上で、当社は、TMI総合法律事務所の助言を得て、本特

別委員会全体としての知識・経験・能力のバランスを確保しつつ

適正な規模をもって本特別委員会を構成するべく、当社の独立社

外取締役（監査等委員）である小笹文氏及び佐野綾子氏（弁護

士、あや総合法律事務所）並びに外部専門家である加藤裕司氏

（公認会計士、税理士、エイチコンサルティング株式会社代表取

締役）の３名を本特別委員会の委員の候補として選定いたしまし

た（なお、本特別委員会の委員は設置当初から変更しておりませ

ん。また、本特別委員会の各委員の報酬は、答申内容にかかわら

ず支給される固定金額のみとしており、本取引の成立等を条件と

する成功報酬は採用しておりません。）。

その上で、当社は、2022年11月29日開催の取締役会における決議

により本特別委員会を設置するとともに、本特別委員会に対し、

(i)本取引の目的の合理性（本取引が当社の企業価値の向上に資す

るかを含む。）に関する事項、(ⅱ)本取引の取引条件の妥当性

（本取引の実施方法や対価の妥当性を含む。）に関する事項、

(ⅲ)本取引の手続の公正性に関する事項（いかなる公正性担保措
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置をどの程度講じるべきかの検討を含む。）、(ⅳ)上記(i)乃至

(ⅲ)その他の事項を踏まえ、当社取締役会による本取引に関する

決定（本公開買付けに関する意見表明の決定を含む。）が少数株

主に不利益か否か（以下(ⅰ)乃至(ⅳ)の事項を総称して「本諮問

事項」といいます。）について諮問いたしました。また、当社取

締役会は、本特別委員会の設置にあたり、当社取締役会が本取引

に関する決定を行うに際して、特別委員会の意見を最大限尊重

し、特別委員会が本取引について妥当でないと判断した場合に

は、本取引を行う旨の意思決定を行わないことを決議しておりま

す。

II. 検討の経緯

本特別委員会は2022年12月５日から2023年２月10日まで合計９回

開催されたほか、各会日間においても電子メールを通じて報告・

情報共有、審議及び意思決定を行い、本諮問事項に係る協議及び

検討を行いました。

具体的には、本特別委員会は、当社のリーガル・アドバイザーで

あるTMI総合法律事務所並びに当社のファイナンシャル・アドバイ

ザー及び第三者算定機関であるJ-TAPについて、その独立性及び専

門性に問題がないことを確認の上、その選任を承認し、本特別委

員会も必要に応じてその専門的助言を受けることができることを

確認しております。

また、本特別委員会は、当社が社内に構築した本取引の検討体制

（本取引に係る検討、交渉及び判断に関与する当社の役職員の範

囲及びその職務を含みます。）に、独立性及び公正性の観点から

問題がないことを確認の上、承認をしております。その上で、本

特別委員会は、TMI総合法律事務所から受けた法的助言を踏まえ、

本取引において手続の公正性を確保するために講じるべき措置に

ついて検討を行っております。

さらに、本特別委員会は、J-TAPから受けた財務的見地からの助言

を踏まえつつ、当社事業計画について、当社からその内容、重要

な前提条件及び作成経緯等（山﨑氏が当該事業計画の作成に関与

していないこと及びメタップスペイメントにおいて発生した不正

アクセスによるクレジットカード情報の漏えいを契機に、技術的

なセキュリティの向上のみならず、組織全体のマネジメント体制
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も含め、情報セキュリティ体制の継続的な改善に努めることを優

先し、一定の成果をあげることができた反面、上記フィンテック

領域及びDX支援事業への投資のタイミングが後ろ倒しとなってし

まったことを踏まえて作成されたことを含みます。）について説

明を受けるとともに、これらの事項について合理性を確認し、承

認しております。

本特別委員会は、当社に対し質問事項を提示し、当社から、本取

引の目的や意義、当社事業に対する影響等についてインタビュー

形式及び書面により質疑応答を実施し、また、公開買付者に対し

て質問事項を提示し、公開買付者から、本取引の目的及び背景、

本取引後の経営方針等についてインタビュー形式及び書面により

質疑応答を実施しております。

加えて、J-TAPは、当社が作成した事業計画を前提として当社株式

の株式価値の算定を実施しておりますが、本特別委員会は、J-TAP

から、株式価値の算定結果とともに、当社の株式価値の算定方

法、当該算定方法を選択した理由、各算定方法による算定の内容

及び重要な前提条件について説明を受けるとともに、質疑応答及

び審議・検討を行った上で、これらの事項について合理性を確認

しております。

また、当社が、2023年１月19日に公開買付者から本公開買付価格

を650円とする提案を受領して以降、本特別委員会は、J-TAPによ

る当社株式の株式価値の算定結果や公開買付者との交渉方針等を

含めた財務的な助言及びTMI総合法律事務所からの本取引における

手続の公正性を確保するための対応についての法的助言等を踏ま

え、公開買付者との間で、当社のファイナンシャル・アドバイザ

ーであるJ-TAPを通じて、継続的に協議・交渉を行ってまいりまし

た。

具体的には、当社は、J-TAPを通じて、公開買付者からの本公開買

付価格の提案に対して、複数回にわたり繰り返し価格交渉を実施

いたしました。なお、当該協議・交渉にあたっては、本特別委員

会は、当社から当該協議・交渉の経緯及び内容等について適時に

報告を受け、本特別委員会を通じて方針等を協議し、意見を述べ

るなどした上で行うなど、本特別委員会が公開買付者との交渉過

程に実質的に関与する形で行われました。

そして、その交渉の結果として、889円という本公開買付価格の決
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定に至るまでには、当社株式１株当たり650円とする公開買付者の

当初の提案より、239円の価格引上げを引き出しました。

さらに、本特別委員会は、複数回、当社が公表又は提出予定の本

公開買付けに係る当社プレスリリース及び意見表明報告書の各ド

ラフト、並びに公開買付者が提出予定の本公開買付けに係る公開

買付届出書のドラフトの内容についてTMI総合法律事務所より説明

を受け、公開買付者及び当社が、それぞれのリーガル・アドバイ

ザーの助言を得て適切な開示を行う予定であることを確認してお

ります。

以上の経緯で、本特別委員会は、本諮問事項について慎重に検討

及び協議を重ねた結果、委員全員一致の決議により、2023年２月

13日に、当社取締役会に対し、大要以下の内容の本答申書を提出

いたしました。

A) 答申内容

(ア) 本取引は当社の企業価値向上を目的として行われるものであ

ると認められ、本取引の目的は合理的である。

(イ) 本取引により当社の少数株主に交付される対価等、本取引の

取引条件は妥当である。

(ウ) 本取引の手続は公正である。

(エ) 当社の取締役会が、(i)本公開買付けに賛同する旨の意見を表

明とするとともに、当社の株主に対して、本公開買付けへの

応募を推奨し、本新株予約権者及び本新株予約権付社債権者

に対しては、本公開買付けに応募するか否かについて、当該

本新株予約権者及び本新株予約権付社債権者の判断に委ねる

旨を決定すること、並びに(ii)本公開買付け後に株式等売渡

請求又は株式併合の方法を用いた当社の株主を公開買付者の

みとするための一連の手続（以下「本スクイーズアウト手

続」といいます。）を実施することを決定することは、当社

の少数株主にとって不利益ではない。
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B) 答申理由

(ア) 本取引の目的の合理性（本取引が当社の企業価値の向上に資

するかを含む。）について

本特別委員会は、本取引の目的及び本取引により向上

することが見込まれる当社グループの企業価値の具体

的内容等について、当社及び山﨑氏に対してヒアリン

グを行い、本意見表明プレスリリースの「３．本公開

買付けに関する意見の内容、根拠及び理由」の

「（２）意見の根拠及び理由」の「② 公開買付者が本

公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び

意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方針」

及び「③ 当社が本公開買付けに賛同するに至った意思

決定の過程及び理由」に記載の内容の説明を受け、そ

の具体的な内容及びこれらを踏まえた当社グループの

企業価値向上の可能性等について、当社及び山﨑氏に

対してヒアリングを行うなど、詳細な検討を実施し

た。

その結果、本特別委員会としては、本取引が当社グル

ープの企業価値向上に資するという当社及び公開買付

者の判断に、不合理な点は認められないと考えるに至

った。

(イ) 本取引の取引条件の妥当性（本取引の実施方法や対価の妥当

性を含む。）について

イ) J-TAPによる株式価値算定書

当社が、山﨑氏、公開買付者及び当社グループからそ

れぞれ独立した第三者算定機関であるJ-TAPから取得し

た株式価値算定書によれば、当社株式の１株当たりの

株式価値は、市場株価法によると563円から642円、DCF

法によると785円から962円とされている。

本公開買付価格は、J-TAPから取得した株式価値算定書

の市場株価法による算定結果の上限値を超える金額で

あり、また、DCF法に基づく算定結果のレンジの中央値

（DCF法による算定の基礎となる割引率及び永久成長率
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について、その感応度分析において用いた数値の中央

値を使用して算出された当社株式の１株当たりの株式

価値）である860円を上回る金額である。

そして、本特別委員会は、J-TAPから株式価値評価に用

いられた算定方法等について詳細な説明を受けるとと

もに、J-TAP及び当社に対して評価手法の選択や算定の

基礎となる当社の事業計画に基づく財務予測を含む前

提条件等に関する質疑応答を行った上で検討した結

果、一般的な評価実務に照らして不合理な点は認めら

れなかった。

加えて、本公開買付価格（889円）は、本取引の公表予

定日の前営業日（2023年２月10日）の東京証券取引所

グロース市場における当社株式の終値642円に対して

38.47％、同日までの直近１ヶ月間の終値の単純平均値

591円に対して50.42％、同日までの直近３ヶ月間の終

値の単純平均値572円に対して55.42％、同日までの直

近６ヶ月間の終値の単純平均値563円に対して57.90％

のプレミアムをそれぞれ加えた価格であって、過去の

同種案件におけるプレミアム水準に照らしても遜色な

く、合理的な水準である。

一方、当社株式の市場株価は、メタップスペイメント

におけるセキュリティインシデントが公表された時期

以降に下落基調であるところ、セキュリティインシデ

ント及びそれに伴う業務改善命令がかかる株価の低迷

の一因となっているであろうことは否定できないもの

の、(i)メタップスペイメントにおいて、2023年１月31

日に一部停止中であった決済サービスの再開が公表さ

れ、当該公表から本公開買付けの公表の前営業日まで

の間に10日が経過していることを踏まえると、既に当

該決済サービス再開の事実が市場株価に反映されてお

り、当該市場株価を基に本公開買付価格が決定されて

いること、(ii)J-TAPによる株式価値算定においても、

当該決済サービスの再開を前提とした事業計画を基に

算定が行われており、本公開買付価格は、J-TAPがDCF

法に基づき算定した結果のレンジの中央値を上回る水
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準であること、（iii）セキュリティインシデント公表

日（2022年１月25日）の前日（2022年１月24日）の終

値（758円)を超えていることから、本公開買付価格の

妥当性に疑義を生ぜしめるタイミングで本公開買付け

が公表されたとまでは評価されない。

ロ) 交渉過程の手続の公正性

下記ハ）のとおり、本公開買付けを含む本取引に係る

交渉過程の手続は公正であると認められるところ、本

公開買付価格は、かかる交渉の結果も踏まえて決定さ

れたものであると認められる。

ハ) 本公開買付け後の手続において交付される対価

本公開買付けに応募しなかった当社の株主に対して

は、本公開買付けの後に実施される予定の本スクイー

ズアウト手続において、最終的に金銭が交付されるこ

とになるところ、当該手続において交付される金銭の

額については、本公開買付価格に株主が所有していた

当社株式の数を乗じた価格と同一となるよう算定され

る予定である旨が、プレスリリース等で明示される予

定である。

ニ) 本新株予約権の対価

第14回新株予約権は、当該新株予約権の１株当たりの

行使価額（1,780円）が本公開買付価格を上回ってお

り、かつ、当該新株予約権の行使条件が充足されてい

ないことから、公開買付者は、本公開買付けにおける

第14回新株予約権１個当たりの買付価格を１円と決定

している。

上記のとおり、第14回新株予約権は、行使条件を満た

していないため、公開買付者の立場からすれば、第14

回新株予約権を取得したとしてもこれを行使すること

ができず、第14回新株予約権の保有者の立場からして

みても、第14回新株予約権の内容として、当社が消滅

会社となる合併等が行われる場合には当社が無償で本
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新株予約権を取得することができる旨の無償取得条項

が定められており、第14回新株予約権の行使前に当社

が上場廃止となった場合には、第14回新株予約権を行

使して当社株式を取得することができないことが前提

となっていたものと考えられるため、第14回新株予約

権の買付価格が１円とされていることが不合理である

とはいえない。

また、第15回新株予約権は、当該新株予約権の１株当

たりの行使価額（897円）が本公開買付価格を上回って

いることから、公開買付者は、本公開買付けにおける

第15回新株予約権１個当たりの買付価格を１円と決定

している。

第15回新株予約権の保有者の立場からすれば、①第15

回新株予約権を行使して、本公開買付けに応募したと

しても、新株予約権の１株当たりの行使価額が本公開

買付価格を上回っていることから、経済的利益を得る

ことができないこと、②第15回新株予約権の内容とし

て、東京証券取引所において当社株式が上場廃止とさ

れる場合、当社は、会社法第273条の規定にしたがって

15取引日前に通知をした上で、当社取締役会で定める

取得日に、第15回新株予約権１個当たり882円の価額

で、第15回新株予約権者（当社を除く｡）の保有する第

15回新株予約権の全部を取得することができるものと

されていることからすれば、第15回新株予約権の行使

前に当社が上場廃止となった場合には、当社により、

第15回新株予約権１個当たり882円の価額で取得される

ことが前提となっていたものと考えられるため、第15

回新株予約権の買付価格が１円とされていることが不

合理であるとはいえない。

ホ) 本新株予約権付社債の対価

本新株予約権付社債に係る公開買付価格について、公

開買付者は、新株予約権付社債１口当たりの額面金額

である30,612,000円を、新株予約権付社債の転換価額

である897円で除して算出される数値（34,127株）（１

－ 28 －
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株未満切捨て）に本公開買付価格である889円を乗じた

額である30,338,903円を買付価格としている。

本新株予約権付社債の保有者とすれば、①本新株予約

権付社債を普通株式に転換して、本公開買付けに応募

したとしても、本新株予約権付社債の転換価額が本公

開買付価格を上回っていることから、経済的利益を得

ることができないこと、②本新株予約権付社債の内容

として、公開買付けによる上場廃止に伴う繰上償還条

項が定められており、当該条項に従い額面金額以上の

金額で本公開買付け後に償還される予定であることか

らすれば、本新株予約権付社債の買付価格が、本新株

予約権付社債１口あたりの額面金額を下回っているこ

とが不合理であるとはいえない。

以上のような点を踏まえ、本特別委員会において、慎重に協

議及び検討した結果、本取引により当社の株主に交付される

対価を含む本取引の取引条件は妥当であると判断するに至っ

た。

(ウ) 本取引の手続の公正性（いかなる公正性担保措置をどの程度

講じるべきかの検討を含む。）について

イ) 当社による協議・交渉

当社は、本特別委員会が事前に承認した交渉方針に従

い、本公開買付価格について、少数株主の利益保護の

観点からその公正性を確保するための実質的な協議・

交渉を公開買付者との間で複数回にわたって行ってき

た。

具体的には、当社は、J-TAPを通じて、公開買付者から

の本公開買付価格の提案に対して、複数回にわたり繰

り返し価格交渉を実施した。なお、当該協議・交渉に

あたっては、本特別委員会は、当社から当該協議・交

渉の経緯及び内容等について適時に報告を受け、本特

別委員会を通じて方針等を協議し、意見を述べるなど

した上で行うなど、本特別委員会が公開買付者との交

－ 29 －
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渉過程に実質的に関与する形で行われた。

そして、その交渉の結果として、889円という本公開買

付価格の決定に至るまでには、当社株式１株当たり650

円とする公開買付者の当初の提案より、239円の価格引

上げを引き出した。

ロ) 本取引の交渉過程における特別利害関係人の不関与

当社を代表して本取引を検討・交渉する取締役には、

山﨑氏を含め、本取引に特別な利害関係を有する者は

含まれておらず、その他、本取引に係る協議、検討及

び交渉の過程で、山﨑氏、公開買付者その他の本取引

に特別な利害関係を有する者が当社側に不当な影響を

与えたことを推認させる事実は存在しない。

なお、当社の代表取締役社長である山﨑氏は公開買付

者の代表取締役であり、本公開買付け後も継続して当

社の経営にあたることを予定していることから、本取

引における構造的な利益相反の問題による影響を受け

るおそれを排除し、本取引の公正性を担保する観点よ

り、上記取締役会を含む当社取締役会におけるこれま

での本取引に関する全ての議案において、その審議及

び決議には一切参加しておらず、また、当社の立場に

おいて公開買付者との協議及び交渉にも一切参加して

いない。

ハ) 本特別委員会の意見を最大限尊重すること

当社は、本取引に係る決定を行うに際しては、本特別

委員会の意見を最大限尊重し、特別委員会が本取引に

ついて妥当でないと判断した場合には、本取引を行う

旨の意思決定は行わないこととしている。

ニ) マジョリティ・オブ・マイノリティを上回る買付予定

数の下限の設定

本公開買付けにおいて、公開買付者は、買付予定数の

下限を設定し、応募株券等の総数が買付予定数の下限

に満たない場合には、応募株券等の全部の買付け等を

行わない予定であるところ、買付予定数の下限を公開

－ 30 －
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買付者が本公開買付け成立後に保有することとなる当

社の議決権数（第15回新株予約権及び本新株予約権付

社債の潜在株式に係る議決権数を含む。）の３分の２

以上を所有することになるよう設定している。当該買

付予定数の下限は、当社の発行済株式数に、残存する

第15回新株予約権の目的となる株式数及び本新株予約

権付社債に付された新株予約権の目的となる株式数を

加え、当社が保有する自己株式及び応募予定株式の数

を控除した株式数を２で除した株式数（小数点以下切

り上げ）に応募予定株式の数を加えた数を上回り、公

開買付者と重要な利害関係者を有さない当社の株主が

所有する当社株式の数の過半数、すなわち、いわゆる

「マジョリティ・オブ・マイノリティ（Majority of 

Minority）」に相当する数を上回っている。これによ

り、公開買付者と重要な利害関係を有さない当社の株

主の皆様の過半数の賛同が得られない場合には、本公

開買付けを含む本取引は行われないこととなり、本公

開買付けの公正性の担保について配慮されている。

ホ) 対抗的な買付け等の機会を確保していること

公開買付者は、公開買付期間を、法令に定められた最

短期間が20営業日であるところ、30営業日に設定し、

公開買付期間を比較的長期に設定することにより、少

数株主に本公開買付けに対する応募について適切な判

断機会を確保するとともに、公開買付者以外の者（以

下「対抗的買収提案者」といいます。）にも対抗的な

買付け等をする機会を確保している。また、公開買付

者及び当社は、当社が対抗的買収提案者と接触するこ

とを禁止するような取引保護条項を含む合意等、当該

対抗的買収提案者が当社との間で接触等を行うことを

制限するような内容の合意は一切行っておらず、上記

公開買付期間の設定と併せ、対抗的な買付け等の機会

が確保されることにより、本公開買付けの公正性の担

保に配慮している。

－ 31 －
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以上のような点を踏まえ、本特別委員会において、慎

重に協議及び検討した結果、本取引においては適切な

公正性担保措置が講じられており、本取引に係る手続

は公正であると判断するに至った。

(エ) 当社取締役会による本取引に関する決定（本公開買付けに関

する意見表明の決定を含む。）が少数株主に不利益であるか

否かについて

上記（ア）乃至（ウ）その他の事項を踏まえると、当

社の取締役会が、(i)本公開買付けに賛同する旨の意見

を表明とするとともに、当社の株主に対して、本公開

買付けへの応募を推奨し、本新株予約権者及び本新株

予約権付社債権者に対しては、本公開買付けに応募す

るか否かについて、当該本新株予約権者及び本新株予

約権付社債権者の判断に委ねる旨を決定すること、並

びに(ii)本公開買付け後に株式等売渡請求又は株式併

合の方法を用いた本スクイーズアウト手続を実施する

ことを決定することは当社の少数株主にとって不利益

であるとはいえない。

④ 当社における利害関係を有しない取締役全員（監査等委員を含みま

す。）の承認

当社は、TMI総合法律事務所から受けた法的助言、J-TAPから受けた財務

的見地からの助言並びに本株式価値算定書の内容を踏まえつつ、本答申

書において示された本特別委員会の判断内容を最大限尊重しながら、本

公開買付けを含む本取引が当社の企業価値の向上に資するか否か、及び

本公開買付価格を含む本取引に係る取引条件が妥当なものか否かについ

て、慎重に協議・検討いたしました。

その結果、当社は、当社グループが中長期的に更なる発展を遂げ、持続

的な成長を続けていくためには、（ⅰ）国内におけるコア事業の育成、

（ⅱ）新規事業開発の取り組み強化、（ⅲ）業務提携及びM&Aによる収

益機会の拡大及び（ⅳ）情報セキュリティ体制の強化・組織体制の整備

といった各施策の実行を通じた経営改革が必要と考えられるとともに、

本公開買付価格が、当社において、本公開買付けの公正性を担保するた

めの措置が十分に講じられた上で、特別委員会の関与の下、公開買付者
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との間で十分な交渉を重ねた結果、合意された価格であること等から、

本取引が当社の企業価値の向上に資するものであるとともに、本公開買

付価格である１株当たり889円は当社の少数株主の皆様が享受すべき利

益が確保された妥当な価格であり、本公開買付けは、当社の少数株主の

皆様に対して適切なプレミアムを付した価格での合理的な当社株式の売

却の機会を提供するものであることから、本公開買付価格を含む本取引

に係る取引条件は妥当なものであると判断し、2023年２月13日開催の当

社取締役会において、審議及び決議に参加した当社の取締役（当社取締

役５名のうち、山﨑氏を除く和田洋一氏、小笹文氏、佐野綾子氏及びロ

ウ・フェイ氏の４名）の全員一致で、本公開買付けに賛同する旨の意見

を表明するとともに、当社の株主の皆様に対して、本公開買付けに応募

することを推奨し、本新株予約権者及び本新株予約権付社債権者の皆様

に対しては、本新株予約権については、本新株予約権買付価格が１円と

され、本新株予約権付社債買付価格が、本新株予約権付社債の額面金額

30,612,000円を同日現在において有効な転換価額である897円で除して

算出される数値（34,127株）（１株未満の端数切捨て）に本公開買付価

格(889円)を乗じた金額である30,338,903円とされ、本新株予約権付社

債の額面金額30,612,000円に対して、0.89％のディスカウントをした金

額とされていることから、本公開買付けに応募するか否かについて当該

本新株予約権者及び本新株予約権付社債権者の皆様のご判断に委ねる旨

を決議いたしました。

また、第14回新株予約権は、譲渡による取得について当社取締役会の承

認を要するものとされておりますが、当社は、2023年２月13日開催の当

社取締役会において、第14回新株予約権者がその所有する第14回新株予

約権を本公開買付けに応募することにより公開買付者に対して譲渡する

ことについて、本公開買付けの成立することを条件として包括的に承認

することを決議いたしました。なお、かかる当社取締役会決議は、公開

買付者が本公開買付け及びその後の一連の手続を実施することにより当

社株式が上場廃止となる予定であることを前提として行われたもので

す。また、当社の代表取締役社長である山﨑氏は公開買付者の代表取締

役であり、本公開買付け後も継続して当社の経営にあたることを予定し

ていることから、本取引における構造的な利益相反の問題による影響を

受けるおそれを排除し、本取引の公正性を担保する観点より、それぞ

れ、上記取締役会を含む当社取締役会におけるこれまでの本取引に関す

る全ての議案において、その審議及び決議には一切参加しておらず、ま
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た、当社の立場において公開買付者との協議及び交渉にも一切参加して

おりません。

⑤ マジョリティ・オブ・マイノリティ（Majority of Minority）を上回る

買付予定数の下限の設定

本公開買付けにおいて、公開買付者は、買付予定数の下限を10,995,400

株（所有割合：66.67％）と設定しているとのことであり、これは、公

開買付者が本公開買付け成立後に当社の議決権数（第15回新株予約権及

び本新株予約権付社債の潜在株式に係る議決権数を含みます。）の３分

の２以上を所有することになるよう設定したものとのことです。当該買

付予定数の下限は、当社決算短信に記載された2022年12月31日現在の当

社の発行済株式数（13,730,018株）に、同日現在残存する第15回新株予

約権（12,276個）の目的となる株式数（1,227,600株）及び本新株予約

権付社債（額面総額1,377,540,000円）に付された新株予約権の目的と

なる株式数（1,535,719株）を加え、同日現在の当社が保有する自己株

式（170株）及び応募予定株式（3,007,200株）を控除した株式数

（13,485,967株）を２で除した株式数（6,742,984株、小数点以下切り

上げ）に応募予定株式を加えた数（9,750,184株）を上回っており、こ

れは、本公開買付けにおける買付予定数の下限が、公開買付者と重要な

利害関係者を有さない当社の株主の皆様が所有する当社株式の数の過半

数、すなわち、いわゆる「マジョリティ・オブ・マイノリティ

（Majority of Minority）」に相当する数を上回っていることを意味し

ております。これにより、公開買付者と重要な利害関係を有さない当社

の株主の皆様の過半数の賛同が得られない場合には、本公開買付けを含

む本取引を行わないこととなるとのことです。

⑥ 本公開買付価格の適正性その他本公開買付けの公正性を担保するための

客観的状況の確保

公開買付者は、公開買付期間を、法令に定められた最短期間が20営業日

であるところ、30営業日に設定しています。このように、公開買付期間

を比較的長期に設定することにより、当社の株主等の皆様に本公開買付

けに対する応募について適切な判断機会を確保するとともに、対抗的買

収提案者にも対抗的な買付け等をする機会を確保し、これをもって本公

開買付けの公正性を担保しているとのことです。

また、公開買付者及び当社は、当社が対抗的買収提案者と接触すること

－ 34 －
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を禁止するような取引保護条項を含む合意等、当該対抗的買収提案者が

当社との間で接触等を行うことを制限するような内容の合意は一切行っ

ておらず、上記公開買付期間の設定と併せ、対抗的な買付け等の機会が

確保されることにより、本公開買付けの公正性の担保に配慮しておりま

す。

４．当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務

の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象

（ｉ）本公開買付けの成立

 　上記「１．株式併合の目的及び理由」に記載のとおり、公開買付者は、2023

年２月14日から2023年３月29日までの30営業日を公開買付期間とする本公開買付

けを実施しました。本公開買付けの結果、2023年４月５日（本公開買付けの決済

の開始日）をもって、公開買付者は当社株式11,084,559株（所有割合：

67.21％）を保有するに至っております。

（ⅱ）自己株式の消却

 　当社は、2023年４月25日開催の取締役会の決議において、同年６月30日付で

当社の自己株式217株を消却することを決定いたしました。なお、当該自己株式

の消却は、本総会において、本議案が原案どおり承認可決されることを条件とし

ており、自己株式の消却後の当社の発行済株式総数は、13,729,801株となりま

す。

（ⅲ）本新株予約権付社債の繰上償還

　当社は、2023年４月10日開催の取締役会において、同年５月12日付で、本新株

予約権付社債の全てを繰上償還することを決議いたしました。詳細は、同年４月

10日に公表いたしました「第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の繰上償還

に関するお知らせ」（同年４月12日に公表いたしました「（開示事項の変更）第

１回無担保転換社債型新株予約権付社債の繰上償還に関するお知らせ」による変

更後のものをいいます。）をご参照ください。
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定款一部変更の件

第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

（１） 第１号議案が原案どおり承認可決され、本株式併合の効力が発生し

た場合には、会社法第182条第２項の定めに従って、当社株式の発

行可能株式総数は20株に減少することとなります。かかる点を明確

にするため、本株式併合の効力が発生することを条件として、定款

第５条（発行可能株式総数）を変更するものであります。

（２） 本株式併合の効力が生じた場合には、当社の発行済株式総数は５株

となり、単元株式数を定める必要がなくなります。そこで、本株式

併合の効力が発生することを条件として、現在１単元100株となっ

ている当社株式の単元株式数に関する規定を廃止するため、定款第

６条（単元株式数）、定款第７条（単元未満株主の売渡請求）及び

定款第８条（単元未満株主の権利制限）の全文を削除し、当該変更

に伴う条数の繰り上げを行うものであります。

（３） 本株式併合の効力が生じた場合には、当社の株主は公開買付者のみ

となり、定時株主総会の基準日に関する規定はその必要性を失うこ

とになります。そこで、本株式併合の効力が発生することを条件と

して、定款第11条（基準日）の全文を削除し、当該変更に伴う条数

の繰り上げを行うものであります。

（４） 本株式併合の効力が生じた場合には、当社の株主は公開買付者のみ

となり、また、当社株式は上場廃止となるため、株主総会資料の電

子提供制度に係る規定はその必要性を失うことになります。そこ

で、本株式併合の効力が発生することを条件として、定款第14条

（電子提供措置等）の全文を削除し、当該変更に伴う条数の繰り上

げを行うものであります。

２．変更の内容

変更の内容は、以下のとおりであります。なお、本議案に係る定款変更

は、本総会において、第１号議案が原案どおり承認可決され、本株式併合

の効力が生じることを条件として、2023年７月１日に効力が発生するもの

といたします。
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定款一部変更の件

現 行 定 款 変 更 案

（発行可能株式総数）

第５条 当会社の発行可能株式総数は、

4,200万株とする。

（単元株式数）

第６条 当会社の１単元の株式数は、100株

とする。

（単元未満株主の売渡請求）

第７条 当会社の単元未満株式を有する株

主は、その有する単元未満株式の

数と併せて単元株式数となる数の

株式を売り渡すこと（以下「買増

し」という。）を当会社に請求す

ることができる。

（単元未満株主の権利制限）

第８条 当会社の単元未満株主は、以下に

掲げる権利以外の権利を行使する

ことができない。

（１） 会社法第１８９条第２項各号に掲

げる権利

（２） 取得請求権付株式の取得を請求す

る権利

（３） 株主の有する株式数に応じて募集

株式又は募集新株予約権の割当て

を受ける権利

（４） 前条に規定する単元未満株式の買

増しを請求する権利

第９条～第10条（条文省略）

（発行可能株式総数）

第５条 当会社の発行可能株式総数は、

20株とする。

（削除）

（削除）

（削除）

第６条～第７条（現行どおり）

（下線は変更箇所を示しております。）
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定款一部変更の件

現 行 定 款 変 更 案

（基準日）

第11条 当会社は、毎年12月末日の最終の

株主名簿に記録された議決権を有

する株主をもって、その事業年度

に関する定時株主総会において権

利を行使することができる株主と

する。

２ 前項にかかわらず、必要がある場

合は、取締役会の決議によって、

あらかじめ公告して、一定の日の

最終の株主名簿に記録された株主

又は登録株式質権者をもって、そ

の権利を行使することができる株

主又は登録株式質権者とすること

ができる。

第12条～第13条（条文省略）

（電子提供措置等）

第14条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容で

ある情報について、電子提供措置

をとるものとする。

２ 当会社は、電子提供措置をとる事

項のうち法務省令で定めるものの

全部または一部について、議決権

の基準日までに書面交付請求した

株主に対して交付する書面に記載

しないことができる。

第15条～第41条（条文省略）

（削除）

第８条～第９条（現行どおり）

（削除）

第10条～第36条（現行どおり）

以上
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地図

株主総会会場ご案内図

会　場　東京都渋谷区道玄坂二丁目６番17号

渋東シネタワー11階　AP渋谷道玄坂

電話　03（5428）6849

AP渋谷道玄坂
渋東シネタワー

ユニクロ

渋谷マーク
シティWEST

ヤマダ電機

ビックカメラ

西武渋谷店

渋谷駅西口
バスターミナル

渋谷駅

京王井の頭線
渋谷駅

ハチ公
改札口

西口

首都高速3号
渋谷線

渋谷駅前
道玄坂下

渋谷エクセル
ホテル東急

SHIBUYA
109

A1出口

●交通のご案内

ＪＲ各線「渋谷駅」ハチ公改札口より徒歩約１分

東急各線、東京メトロ各線「渋谷駅」Ａ１出口直結

京王井の頭線「渋谷駅」より徒歩約１分

●お願い

会場には駐車場はございませんので、お車でのご来場は

ご容赦賜りたくお願い申し上げます。


